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一般社団法人日本在宅療養支援病院連絡協議会発足の経緯と会員募集について 

 

一般社団法人日本在宅療養支援病院連絡協議会は、四病院団体協議会（全日本病院協

会・日本病院会・日本医療法人協会・日本精神科病院協会）の「在宅療養支援病院に関す

る委員会」を前身とし、一般社団法人の設立のための１年間の準備期間を経て、令和４年

３月１０日に法人を発足いたしました。令和 4 年度に入り理事会等を積み重ね、会員募

集につきましての準備が整いましたので、令和４年７月より会員募集を開始いたします。 

 

 日本在宅療養支援病院連絡協議会では、在宅療養支援病院に関する研修会や調査研究

の実施、医療従事者及び有識者等との情報交換などの活動を予定しております。また様々

な活動を通じて会員の皆様からいただきました意見をもとに、在宅療養支援病院を代表

する団体として、国へ政策提言を行っていきます。 

全国の会員の皆様とともに、会長、副会長、理事、監事の執行部一同、一致団結して、

日本の地域医療を支える団体として活動してまいります。当連絡協議会の活動について

ご理解いただき、ご入会いただきますよう心よりお願い申し上げます。 

 

 

令和４年７月１日 

一般社団法人日本在宅療養支援病院連絡協議会 

会長 鈴木邦彦 

 



　中小病院唯一の病院機能である在宅療養支援病院をさらに発展させ、来るべき

　超高齢社会のピークを乗り切る役割を果たすために

会員募集のご案内

一般社団法人日本在宅療養支援病院連絡協議会

１.在宅療養支援病院に関する教育及び研修並びに研究事業

２.在宅療養支援病院に関係する医療従事者、有識者等の情報交換

３.全国の医療機関及び関係者等と協調を図り、在宅療養支援病院の担うべき

機能を充実させ、その役割を果たすための事業

会長ご挨拶

病院の7割を占める許可病床数200床未満の中小病院は、診療所や有床診療所とともにかかりつけ医機能を

持ちながら、入院医療を通じてわが国の地域医療に貢献して来ました。

一方、在宅療養支援病院は、2006（平成18）年度診療報酬改定で新設され、同じく許可病床数200床未満の

中小病院を対象として、在宅療養支援診療所とともにわが国の在宅医療の推進に取り組んで来ました。

2013年8月6日に公表された社会保障・税一体改革の道筋を示した社会保障制度改革国民会議報告書を受けて

その2日後の8月8日に発表した日医・四病協合同提言および同年11月18日の四病協追加提言では、2025年を

目指した同改革の2本柱である地域医療構想の実現と地域包括ケアシステムを構築するために、かかりつけ医

機能の充実・強化と地域包括ケアシステムを支える中小病院・有床診療所の必要性を訴えました。

このうち地域包括ケアシステムを支える中小病院については、2018（平成30）年度診療報酬改定において、

地域包括ケア病棟入院料・同入院療養管理料１および３により、病棟機能として部分的に実現しましたが、

病院機能として確立するには至りませんでした。

その間に地域包括ケアシステムは障がい者や子どもも対象とした全世代・全対象型地域包括ケアに進化し、わが国が超高齢社会のピークを

迎える2040年に向けて、地域共生社会を目指してさらに継続することになっています。

それに伴って地域包括ケアシステムを支える地域密着型の中小病院もこれまでの大病院との連携や診療所の在宅支援だけでなく、自ら内部

の多職種のマンパワーを活用して、介護や福祉、保健、介護予防に取り組みながら、広く生活支援の担い手になるとともに、行政との連携

や地域や医師会への人材派遣、さらにはまちづくりにも参画することが求められるようになりました。

とくに2020（令和2）年1月以降の新型コロナウイルス感染症のパンデミックにより、同感染症の重症患者に対応できる高度急性期大病院の

必要性は広く認識されるようになりましたが、世界一の超高齢国であるわが国にはそれと同時に地域包括ケアシステムを支える地域密着型

の中小病院が必要不可欠です。

ここに公的に認められた中小病院唯一の病院機能である在宅療養支援病院をさらに発展させ、来るべき超高齢社会のピークを乗り切る役割

を果たせるようにするために、一般社団法人日本在宅療養支援病院連絡協議会を設立いたします。

一般社団法人

日本在宅療養支援病院連絡協議会

会長 鈴木邦彦

一般社団法人日本在宅療養支援病院事務局の活動



入会のご案内

「日本在宅療養支援病院連絡協議会 入会」で検索をいただき、入会ページよりお申し込みください。

添付をいたしました「日本在宅寮支援連絡協議会 入会申込書」に必要事項をご記載いただき、

FAXもしくはメールで日本在宅療養支援病院連絡協議会事務局までお送りください。

【入会金】なし

【年会費 】年額 40,000円

【入会金】なし

【年会費 】年額 5,000円

※賛助会員とは 当法人の事業を賛助するため入会した団体・企業・個人等

【入会金】なし

【年会費 】年額 20,000円

正会員とは当法人の目的に賛同して入会した在宅療養支援病院に携わる医療機関もしくは今後、

在宅療養支援病院の届出をする医療機関

※法人単位ではなく、医療機関単位でのお申し込みをお願いいたします。

正会員

賛助会員 団体

賛助会員 個人

お問い合わせ先

〒319-2261

茨城県常陸大宮市上町３１３

TEL ：0295-53-2170 FAX ：0295-52-2705

Mail ：info@zaishibyo.com

入会手続き（FAX・Mailの場合）

入会手続き（インターネットの場合）

日本在宅療養支援病院連絡協議会 入会

https://zaishibyo.com/

一般社団法人日本在宅療養支援病院事務局

一般社団法人 日本在宅療養支援病院連絡協議会

一般社団法人日本在宅療養支援病院ホームページ



一般社団法人 日本在宅療養支援病院連絡協議会 役員一覧 

 

 

会  長     鈴 木 邦 彦       監  事     相 澤 孝 夫 

副 会 長          生 野 弘 道       監  事     猪 口 雄 二 

副 会 長          織 田 正 道 

副 会 長          片 山 成 仁 

理  事     井 上 健一郎 

理  事     小 川 聡 子 

理  事     小 澤 幸 弘 

理  事     梶 原 崇 弘  

理  事     黒 澤 一 也  

理  事     佐 能 量 雄 

理  事     島 田 昇二郎 

理  事     中 尾 一 久    

理  事     野 村 幸 史 

理  事     藤 井 久 丈 

理  事     星 野   豊 

理  事     牧 角 寛 郎 

理  事     宮 地 千 尋 

理  事     宮 田 和 信 

理  事     横 倉 義 典 
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